
 （1）   有価証券の評価方法について

 （2）   固定資産の減価償却について

 （3）   引当金の計上基準について

 （4）   消費税の会計処理について

         　消費税の会計処理は，税込方式によっている。

2　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は，次のとおりである。

基本財産

定期預金

特定資産

退職給与引当資産

運用基金積立資産

3　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は，次のとおりである。

基本財産

定期預金

特定資産

退職給与引当資産

運用基金積立資産

4　　引当金の明細

　引当金の内訳は，次のとおりである。

固定負債

合　　計 121,775,840 (100,000,000) (17,476,840) (4,298,618)

当期減少額

目的使用 その他

退職給与引当金 4,298,618 0 0 0 4,298,618

当期増加額 期末残高科　　　目 期首残高

17,476,840 (17,476,840)

小　　計 21,775,840 (17,476,840) (4,298,618)

小　　計 100,000,000 (100,000,000)

4,299,000 0 (4,298,618)

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

 （うち負債に対応
 する額）

100,000,000 (100,000,000)

小　　計 21,775,840 265,170 500,000 21,541,010
合　　計 121,775,840 265,170 500,000 121,541,010

4,299,000 0 0 4,299,000

17,476,840 265,170 500,000 17,242,010

100,000,000 0 0 100,000,000

小　　計 100,000,000 0 0 100,000,000

財務諸表に対する注記

１    重要な会計方針

         　その他投資有価証券………時価のないものは，移動平均法に基づく原価基準によっている。

         　車両運搬具…………定額法による減価償却を実施している。

         　什器備品……………定額法による減価償却を実施している。

         　退職給付引当金……期末退職給与の要支給額から，独立行政法人勤労者退職金共済

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機構から給付される金額を除き，相当する金額を計上している。

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高



5　　固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価格，減価償却累計額及び当期末残高は，次のとおりである。

固定資産

車両運搬具

什器備品

6　　補助金等の内訳並びに交付者，当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者，当期の増減額及び残高は，次のとおりである。

補助金

預り金 263,975 265,800

　　　合　　計　(2） 16,253,179 15,796,101

当座預金 388,667 388,667

未収金 6,268 8,804

　水戸市から当初51,300,000円の補助金の交付を受けたが，実績額は40,375,008円であったため，
差額10,924,992円については水戸市に返還する。

7　　その他公益法人の資産，負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかに
　するために必要な書類

科目 前期末残高

次期繰越収支差額　(1)－(2) 3,327,700 3,403,304

前払金 554,700 664,300

　　　合　　計　(1) 19,580,879 19,199,405

未払金 15,989,204 15,530,301

当期末残高

普通預金 18,368,830 17,878,822

普通預金（預り金用） 262,414 258,812

貸借対照表上
の記載区分

  地方公共団体補助金 水戸市 0 40,375,008 40,375,008 0 流動資産

合　　　計 0 40,375,008 40,375,008 0

343,200 80,080 263,120

合　　計 1,926,360 1,663,239 263,121

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

1,583,160 1,583,159 1


